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４ 事業者の皆さまへの支援制度 

（１）新型コロナウイルス感染症緊急経済対策事業交付金 

内容 

新型コロナウイルス感染症拡大防止対策に伴う自粛等により、

消費活動が停滞し、特に大きな影響を受けた小規模事業者に対し

て固定経費にかかる負担の一部を支援します。 

対象 

感染症拡大防止対策により著しく売上が減少した小規模事業者で

次のいずれかに該当する方 

① 飲食店 

② 宿泊業 

③ 理髪店および美容院ならびに北海道の緊急事態措置に伴う休

業要請の対象となる施設で令和２年２月～令和２年５月のい

ずれかの月の売上等が前年の同月と比べて３０％以上減少し

ている者 

必要なもの 

① 営業店舗部分の面積を確認できる書類  

 ア 建物権利書     エ 固定資産評価証明 

イ 登記事項証明書   オ 建物図面・建物賃貸契約書等の

いずれか１つ 

② 令和元年２月～５月と令和２年２月～５月の各月の売上が確

認できるもの（対象者項目が③の場合） 

③ 助成金を振込する通帳（本人口座）の写し 

④ 印鑑（法人は会社印、個人は認印） 

申請 

受付期間 
令和２年４月２７日（月）から 

問い合わせ 
厚真町商工会（申請窓口）   ２７－２４５６ 

産業経済課 経済グループ   ２７－２４８６ 
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（２） 
新型コロナウイルス感染症対応資金融資制度および利子・ 

保証料補給金 

内容 

 新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けた町内の中小企業

者（小規模企業者を含む）に対し、融資および利子・保証料の補

給を行います。 

【融資制度】 

① 要件 

中小企業基本法に規定する中小企業者で町税を完納している

ものかつ厚真町商工会の資金融資斡旋書をもって金融機関の

所定の手続きを経ること 

② 金融機関   苫小牧信用金庫 

③ 貸付取扱期間 

令和２年１２月３０日まで融資が実行されること 

④ 資金使途 運転資金、設備資金 

⑤ 貸付限度額 

運転資金と設備資金を合わせて１，０００万円 

⑥ 貸付期間 ７年以内（うち据置１年以内） 

⑦ 基準貸付金利 １．８％（固定金利） 

⑧ 保証料 

金融機関および北海道信用保証協会の定めによる 

 

【利子・保証料補給金事業について】 

① 利子補給  

当初３年間 全額（自己負担１.８％→０％） 

４年目以降 １.３％分（自己負担１.８％→０.５％） 

② 保証料補給 全額 

必要なもの 厚真町商工会または苫小牧信用金庫にお問い合わせください。 

問い合わせ 

厚真町商工会        ２７－２４５６ 

苫小牧信用金庫厚真支店   ２７－２２３６ 

産業経済課 経済グループ  ２７－２４８６ 
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（３）経済対策推進人材確保事業 

内容 
新型コロナウイルス感染症の影響を受け、労働者を休業させる

場合の助成金の申請等について、社会保険労務士を紹介します。 

対象 町内事業者 

問い合わせ 
厚真町商工会           ２７－２４５６ 

産業経済課 経済グループ        ２７－２４８６ 

 

 

（４）修【厚生労働省】雇用調整助成金 

内容 

経済上の理由により、事業活動の縮小を余儀なくされた事業主

が、雇用の維持を図るための休業手当に要した費用を助成しま

す。 

※新型コロナウィルについての特例措置は令和２年４月１日

（水）～９月３０日（水）の休業が対象。 

【助成額】 

① 中小企業の場合 ５分の４ (上限 日額１５，０００円) 

② 中小企業のうち解雇等を行わない場合 １０分の１０ 

③ 教育訓練を実施した場合 加算１日２，４００円 

※追加支給について再度申請の必要はありません。 

※申請済みで過去の休業手当を見直し（増額）する場合は追 

加支給の手続きが必要です。 

※詳細は、厚生労働省ウェブサイト内「雇用調整助成金」のペ

ージをご覧ください。 

問い合わせ 北海道労働局ハローワーク苫小牧 ０１４４－３２－５２２１ 
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（５） 
修【厚生労働省】新型コロナウイルス感染症による小学校休

業等対応助成金 

内容 

新型コロナウイルス感染症への対応として、小学校等が臨時

休業した場合等に、その小学校等に通う子どもの保護者である

労働者の休職に伴う有給の休暇（年次有給休暇を除く）を取得

させた企業に対して助成します。同様の理由で委託を受けて個

人で仕事をする方が契約した仕事ができなくなった場合にも支

援します。 

【助成額】 

① 有給休暇を取得した労働者に支払った賃金相当額 

・令和２年２月２７日～３月３１日の休暇分 

  日額上限  ８，３３０円 

・令和２年４月１日以降取得した休暇分 

  日額上限 １５，０００円 

 ※追加の給付について再度申請の必要はありません。 

 ※詳細は、厚生労働省ウェブサイト内「小学校の臨時休業に

伴う保護者の休暇取得支援のための新たな助成金」のペー

ジをご覧ください。 

② 委託を受ける個人事業者の場合  

  ・令和２年２月２７日～３月３１日の就業できなかった日 

    １日当たり４，１００円（定額） 

  ・令和２年４月１日以降就業できなかった日 

    １日当たり７，５００円（定額） 

※詳細は、厚生労働省ウェブサイト内「新型コロナウイルス感

染症による小学校休業等対応支援金（委託を受けて個人で仕

事をする方向け）」のページをご覧ください。 

【対象期間】  

令和２年２月２７日（木）～９月３０日（水） 

問い合わせ 
学校等休業助成金・支援金、雇用調整助成金コールセンター          

０１２０－６０－３９９９ 
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（６）【経済産業省】持続化給付金 

内容 

 新型コロナウイルス感染症拡大により、特に大きな影響を受け

る事業者に対して、事業の継続を支え、再起の糧としていただく

ため、事業全般に広く使える給付金を支給します。 

① 給付額 法人…２００万円、個人事業者等…１００万円 

※ただし昨年1年間の売上からの減少分が上限。 

■売上減少分の計算方法 

 前年の総売上（事業収入）―（前年同月比▲５０％月の売上×

１２カ月） 

② 給付対象の要件 

ア ひと月の売上が前年同月比で５０％以上減少している減少

している事業者 

イ ２０１９年以前から事業収入（売上）を得ており、今後も

事業継続する意思がある事業者 

ウ 法人の場合は、資本金の額または出資の総額が１０億円未

満、もしくは常時使用する従業員の数が２，０００人以下

である事業者 

※２０１９年に創業した方や売上が一定期間に偏在している

方などには特例があります。 

※一度給付を受けた方は、再度給付申請することができま 

せん。 

※電子申請を原則としますが、予約制の申請支援会場を全国

に順次設置する予定です。 

※詳細は、経済産業省ウェブサイト内「持続化給付金」のペ

ージをご覧ください。 

対象 

資本金１０億円以上の大企業を除く、中堅・中小法人、個人事 

業者 

※医療法人、農業法人、個人農家、ＮＰＯ法人など、会社以外の

法人なども幅広く対象となります。 
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必要なもの 

① 前年（度）の年間事業収入がわかるもの 

② 売上が減少している月の月間事業収入がわかるもの 

③ 申請者の口座通帳の写し 他 

申請 

受付期間 
令和２年５月１日（金）～令和３年１月１５日（金） 

問い合わせ 

持続化給付金事業コールセンター   

０１２０－１１５－５７０（直通番号） 

０３－６８３１－０６１３（ IP電話専用回線） 
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（７）【経済産業省】セーフティネット保証４号・保証５号 

内容 

 経済産業省が新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けてい

る中小企業者を、一般保証（最大２．８億円）とは別枠の保証の

対象とする資金繰りを支援します。 

① セーフティネット保証４号 

一般枠と別枠で借入債務の１００％を保証 

② セーフティネット保証５号 

一般枠とは別枠で借入債務の８０％を保証 

対象 

① セーフティネット保証４号 

売上高が前年同月比２０％以上減少等の場合 

② セーフティネット保証５号 

売上高が最近３カ月間の売上高等が前年同期比５％以上減少等

の場合 

必要なもの 

【産業経済課経済グループに提出】 

① 認定申請書 

② 直近の確定申告書の写しまたは前年度の月別売上がわかる資

料等 

③ 最近１カ月間の売上がわかる資料 

④ 上記の月後２カ月間の見込売上高等が確できる資料等 

【金融機関への提出】 

① 特定中小企業者認定書（上記①～③の審査後、発行されま

す。） 

申請 

受付期間 
随時 

問い合わせ 

取扱金融機関 

産業経済課 経済グループ（認定申請関係） ２７－２４８６ 

北海道信用保証協会苫小牧支店 ０１４４－３３－１７５１ 
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（８）【経済産業省】危機関連保証 

内容 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、売上などが減少

している中小企業者・小規模事業者を対象に、信用保証協会が一

般保証、セーフティネット保証とは別枠の限度額で融資額を保証

します。 

【保証割合】 

 セーフティネット保証とはさらに別枠で１００％を保証 

対象 
売上高が前年同月比 １５％以上減少する中小企業・小規模事業

者など 

必要なもの 

【産業経済課経済グループに提出】 

① 認定申請書 

② 直近の確定申告書の写しまたは前年度の月別売上がわかる資 

料等 

③ 最近１カ月間の売上がわかる資料 

④ 上記の月後２カ月間の見込売上高等が確できる資料等 

【金融機関への提出】 

① 特定中小企業者認定書（上記①～③の審査後、発行されま 

す。） 

申請 

受付期間 
随時 

問い合わせ 

取扱金融機関 

産業経済課 経済グループ（認定申請関係） ２７－２４８６ 

北海道信用保証協会苫小牧支店 ０１４４－３３－１７５１ 
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（９）【北海道】休業協力・感染リスク低減支援金 

内容 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、休業等の要請にご

協力いただき、感染リスクを低減する自主的な取り組みを行う事

業者に、支援金を支給します。 

対象 

対象者① 次の要件を満たす事業者 

ア 休業要請を受けた施設を休業すること 

※休業要請等の対象施設は北海道ウェブサイトに掲載していま

す。 

イ 感染リスクを低減する自主的な取り組みを行うこと 

対象者② 次の要件を満たす事業者 

ア 酒類を提供する上記を除く飲食店において、酒類の提供時間

の短縮（１９時まで）を行うこと 

イ 感染リスクを低減する自主的な取り組みを行うこと 

支給額 

対象者① ３０万円（法人） 

     ２０万円（個人事業者） 

対象者② １０万円（法人・個人事業者問わず） 

必要なもの 

① 支援金申請書 

② 営業の実態が確認できるもの  

③ 業種業態が確認できるもの 

④ 休業等の状況が確認できるもの 

⑤ 感染リスクを低減する自主的な取り組みが確認できるもの 

⑥ 誓約書  

⑦ 通帳の写し 

⑧ 本人確認の写し（個人事業者のみ） 

申請 

受付期間 

令和２年４月３０日（木）～令和２年７月３１日（金） 

※申請は、郵送またはオンラインのみ。（窓口不可） 

問い合わせ 
北海道休業要請専用ダイヤル ０１１－２０６－０１０４ 

                 ０１１－２０６－０２１６ 
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（１０） 
【北海道】新型コロナウイルス感染症対応資金および利

子・保証料補給 

内容 

 新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けている中小企業者

等の経営の安定を図るため、融資および利子・保証料を国と北海

道が負担します。 

【融資制度について】 

① 金融機関 

道内に本支店を有する金融機関 

② 貸付取扱期間 

令和２年５月１日（金）～令和３年１月３１日（日） 

※令和２年１２月３１日までに保証申込が完了していること

が必要 

③ 資金使途 

運転資金、設備資金 

④ 貸付限度額 

運転資金と設備資金を合わせて６，０００万円 

⑤ 貸付期間 

１０年以内（うち据置５年以内） 

⑥ 基準貸付金利 

５年以内  １．０％（固定金利） 

   １０年以内 １．２％（固定金利） 

⑦ 保証料 

北海道信用保証協会の定めによる 
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【利子・保証料】 

次の要件に該当する方は、利子と保証料の負担が軽減されま

す。 

 売上減少１５％以上 
売上減少５％以上 

１５％未満 

個人事業主 

(フリーランス含

む、小規模企業者

に限る) 

当初３年間実質無利子 

融資期間中の保証料は国と北海道が負担 

上記を除く中小企

業者 

当初３年間実質無利

子 

融資期間中の保証料

は国と北海道が負担 

融資期間中の保証

料半分は国と北海

道が負担 

※詳細は、北海道ウェブサイト内「新型コロナウイルス感染症対

応資金」のページをご覧ください。 

対象 

【融資】 

セーフティネット４号・5号、危機関連保証制度のいずれかの認定

を受けた中小企業者など 

【利子・保証料補給金】 

売上減少５％以上の個人事業主、中小企業者 

必要なもの 

① 町が発行するセーフティネット４号・５号、危機関連保証制度 

の認定書 

② 新型コロナウイルス感染症対応資金申込書 

③ 直近２年分の確定申告書・決算書の写し 他 

問い合わせ 

各取扱金融機関 

胆振総合振興局商工労働観光課  ０１４３－２４－９５８９         

産業経済課 経済グループ（認定書申請関係）２７－２４８６ 
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（１１） 
【日本政策金融公庫】新型コロナウイルス感染症特別貸

付・特別利子補給 

内容 

 新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、一時的な業績

悪化した事業者（フリーランスを含む）に、融資・利子補給を

行います。 

【新型コロナウイルス感染症特別貸付】 

① 金融機関 

日本政策金融公庫 

② 基準利率 

当初３年間まで０．９％の金利引き下げ 

③ 返済期間 

設備資金 ２０年以内（うち据置５年以内） 

   運転資金 １５年以内（うち据置５年以内） 

※詳細は、日本政策金融公庫ウェブサイト内「新型コロナウイ

ルス感染症特別貸付」のページをご覧ください。 

 

【特別利子補給制度】 

借入後当初3年間利子補給を実施します。 

※具体的な手続きについては詳細が決まり次第、中小企業庁ホ

ームページなどで公表予定 

対象 

【新型コロナウイルス感染症特別貸付】 

① 最近１カ月の売上高が前年または前々年の同期と比較して

５％以上減少している方 

② 業歴３カ月以上１年１カ月未満の場合等は、最近１カ月の

売上高が次のいずれかと比較して５％以上減少している方 

ア 過去３カ月（最近１カ月を含む）の平均売上高 

イ 令和元年１２月の売上高 

ウ 令和元年１０月～１２月の平均売上高 

【特別利子補給制度】 

「新型コロナウイルス感染症特別貸付」により借入を行った中

小企業者のうち、一定割合以上売上が減少した方 
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必要なもの 事前に金融機関へご確認ください。 

申請 

受付期間 
随時 

問い合わせ 

日本政策金融公庫室蘭支店 ０１４３－４４－１７３１ 

中小企業金融相談窓口   ０３－３５０１－１５４４ 

厚真町商工会       ２７－２４５６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


